
  ＊＊＊＋－＊＊＊＊＊＊＋＋＋＋＋＋＋＋－－－＋－＊＊＊＊ 

  

ウクライナ、モスクワの精油所等狙った大規模ドローン攻撃 
ウクライナは 6月 30日、ロシア最大級の衛星通信センターを攻撃したと明らかにしました。こ

の施設への攻撃は 1週間あまりで 2度目。ウクライナは 4年続く戦争の終結に向けロシアに圧力を

かけるため、長距離ドローン（無人機）攻撃を強化しています。 

攻撃を受けたのはウクライナ国境から約 500キロのモスクワ北郊に位置するドゥブナ衛星通信セ

ンター。ウクライナのゼレンスキー大統領はこの施設について、情報収集やウクライナで戦うロシ

ア軍の調整に利用されていると指摘しました。 

ロシア側はドゥブナ通信センターが攻撃を受けたことを確認していないが、モスクワ州のボロビ

ヨフ知事は、街の「行政庁舎」にドローンが衝突したと明らかに。死 

傷者の報告はないとしています。 

ボロビヨフ氏はまた、モスクワの南東のエゴリエフスクで 30日、ド 

ローンが住宅に衝突して人々が瓦礫（がれき）の下に閉じ込められ、 

生後 6カ月の乳児が死亡したと説明。テレグラムの自身のチャンネル 

で明らかにしたところによれば、救助隊が大人 2人と子ども 2人を救 

出したものの、乳児は病院搬送中に死亡したということです。 

このほかロシア西部のトベリ州では、撃墜された「敵のドローン」が夏の避暑用の家に衝突し、

61歳の女性が死亡しました。州当局が明らかにした。 

モスクワのソビャニン市長によれば、29日夜からモスクワへ相次ぎドローンの波が押し寄せ、防

空網で 60機を超えるドローンを撃墜したという。ロシア国防省は、全体で 419機のドローンを迎

撃または破壊したと主張しました。 

ウクライナは主に精油所を狙ったロシア領奥深くへの攻撃を強化する一方、モスクワやサンクト

ペテルブルクに対する大規模ドローン攻撃も行っている。戦争が徐々に自分たちのもとに忍び寄り

つつあり、一部のロシア人の間で不満の声が高まっている状況。ゼレンスキー氏は先週、ロシアに

戦争終結を「強いる」ことを目的とした 40日間の作戦を発表しました。 

ウクライナ軍は 22日にもドゥブナ衛星通信センターを攻撃したと主張しており、ウクライナ政

府がこの施設への攻撃を主張するのは 2度目。ロシア国営タス通信は当時、衛星通信センターが

「大規模なドローン攻撃」を受けたと報じつつも、通信やテレビ放送への影響はなく、職員に負傷

者は出ていないとしていました。 

 

“国会空転”事態打開へ  与野党会談も折り合いつかず… 

「定数削減」「副首都」めぐり自民・維新もギクシャク 
国会ではこの間、与野党対立が激化している状況を打開するため、各党の幹部が断続的に会談を

おこなわれています。ただ事態は深刻で、与野党間だけではなく、与党内の関係にもきしみが生じ

ています。 

 空転状態が続き、一向に晴れ間が見えてこない国会。2日、事態打開に向けて会談したのは自民

党と中道改革連合の幹事長でした。 
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自民党の鈴木俊一幹事長は、「お互いに努力していきましょうと、こういうことを確認しあった

と」。会談で自民党の鈴木幹事長は森衆院議長の要請を踏まえ、皇室典範改正案の審議を最優先に

進めたいと提案。そのうえで、野党が反発する要因となった衆議院の議員定数削減法案と副首都法

案については、審議を中断する考えを伝えました。 

 これに対し、中道の階幹事長は「中断するということは、一歩前進ではあるかなと思いました。

ただしその後、成立を目指すということもあったので、そのこと自体は極めて遺憾であり問題であ

る」と。2つの法案を撤回、つまり成立を断念しなければ皇室典範改正案を審議する「静謐な環境

は整わない」と伝え、引き続き協議することになりました。 

 午後、改めて与野党の幹部が会談しましたが、折り合うことはありませんでした。 

 中道だけではなく、野党 5党が結束して求める定数削減法案と副首都法案の成立断念。これを絶

対に受け入れられないのが、日本維新の会です。2つの法案は維新が掲げる改革の「センターピ

ン」。吉村代表は 2日も、今の国会で成立させるべきだと強くけん制しました。 

維新では“2つの法案の成立は譲れない”として、「今の国会で何もできないなら、維新の存在意

義はない。連立離脱するのが筋だ」との声も。ただ、自民党内の見方は冷ややかで、「連立離脱を

ちらつかせれば自民党がいくらでも譲ると思ったら大間違いだ」との声も。 

 与野党の対立に加え、与党内でもギクシャクした関係があらわに。依然として国会で晴れ間がの

ぞく気配はありません。 

 

次回(8日?)の参院憲法審査会で審議・採決?? 

「根本問題を放置したまま、投票法を形だけ整える」 国民投票法改正案 

 衆議院憲法審査会は 18日、憲法の改正手続きを定めた国民投票法の改正案について採決しまし

た。自民党、日本維新の会、国民民主党、参政党の 4党が共同で提出した国民投票法の改正案は、

2019 年及び 22年の公職選挙法改正と、言わば「横並び」の改正をするものです。  

改めて、その改正案の提案文書の一部を紹介。 

日本国憲法の改正手続に関する法律の一部を改正する法律案 

（投票環境整備３項目案） 趣旨説明  

自由民主党・無所属の会、日本維新の会、国民民主党・無所属クラブ及び参政党の共同提

案による「日本国憲法の改正手続に関する法律の一部を改正する法律案」につきまして、提

出者を代表いたしまして、その趣旨及び概要をご説明申し上げます。  

いわゆる「憲法改正国民投票法」につきましては、「投票環境整備に関する事項は公選法 

並び」との考え方にのっとり、公選法の改正により行われた投票環境整備と同様の規定の整

備を行う、いわゆる「７項目改正」が、令和３年に、成立したところであります。  

その際、附則において、令和元年の公選法の改正により行われた投票環境整備のための２

項目について、国民投票法においても同様の規定の整備を行うよう、検討を加えて必要 

な法制上の措置等を講ずる旨の規定が設けられました。  

また、令和４年にも、更に１項目について、投票環境整備のための公選法改正が成立し 

ております。  

こうした状況を受けて、令和４年に、これらの「３項目」について、国民投票法におい 

ても同様の規定の整備を行う国民投票法改正案が提出されましたが、令和６年の衆議院解 

散により廃案となりました。  

本法律案は、この令和４年の国民投票法改正案と同一の内容の法案を再提出するもので 

あります。 (途中 略) 

何とぞ、御審議の上、速やかに御可決くださいますよう、お願いいたします。 

18 日の審査会では、共産党の畑野氏のみが討論で反対意見を述べました。  



畑野氏は、「国民の多数は改憲を求めておらず、国民投票法を整備する必要はありません」と述

べました。そして、国民投票法には国民の民意を正確にくむという点で重大な欠陥があります。今

回一部改正されても、現行法には重大で根本的な問題が残されたままです。最低投票率の規定がな

く、有権者の１割の賛成でも改憲案が通る仕組みであること、公務員や教員による国民投票運動へ

の不当な制限されていること、資金力の多寡によって広告量が左右される問題などです。 根本問

題を放置したまま、投票法を形だけ整えて、いつでも動かせるようにしておき、改憲議論を進めよ

うというもので認められません。と、どうどうと反対意見を述べました。  

畑野氏の反対意見表明後、ただちに採決。結果、驚いたことに、賛成と立ち上がったのは、畑野

氏以外の他の全議員。賛成多数で採決されました。  

その後、中道の国重野党筆幹事より、付帯決議が提案され、畑野氏以外の全議員が「賛成」起立

で、付帯決議は採択されました。 

 その国民投票法案は 19日の衆院本会議の採決を経て、参議院にまわり、24日の参院憲法審査会

で、衆院に議案を提案した衆院憲法審査会の各党のメンバーが出席し、新藤義孝氏が趣旨説明を行

いました。しかし、その場は提案しただけで閉会し、「審議は次回」となりました。しかし、翌週

の 31日は与党の強引な国会運営に野党が反発し、国会が動かず、憲法審査会も衆参とも開催され

ませんでした。 

 いわゆる「3項目」は「公職選挙法改正と、言わば「横並び」の改正案」であり、令和４年の国

民投票法改正案と同一の内容の法案を再提出されたものです。しかし、問題は、18日の共産党の畑

野氏が指摘するように、「根本問題を放置したまま、投票法を形だけ整え」ものに過ぎません。 

  

大越キャスター 「数を頼んでものごとを押し切るというこ

とは、あってはならない」と苦言 
テレビ朝日系「報道ステーション」（月～金曜午後 9時 54）分の大越健介キャスターは 6月 30日

夜の放送で、与党が「数の力」で国会審議を進め、野党が猛反発して委員会や本会議をすべて欠席

するなど国会の異常事態が続いていることをめぐり、野党に一定の理解を示した上で、「自民党議

員の『良心』に期待したいと思います」というフレーズを繰り返しました。 

番組では、与党が日本維新の会肝いりの衆院議員定数削減法案を、野党の反対を押し切る形で

「職権」の連発で審議強行に踏み切ったことで、野党が審議拒否に転じたことを伝えました。6月

30日に行われた「副首都」に関する法案審議だけでなく、高市早苗首相肝いりの国旗損壊罪を創設

する法案の採決が行われた衆議院本会議も全野党が欠席。野党側は衆参で足並みをそろえて与党に

対抗しており、委員会審議は野党欠席の中、いわゆる「空回し」で行われたことも報じました。た

だ与党が法案を衆院通過させても、過半数に満たない参院の審議は困難が見込まれており、会期末

の国会は混乱が予想されています。 

大越氏は国会の現状について、「会期末まで残り 3週間を切りました。真冬の衆院選挙で歴史的

大勝をおさめた高市政権ですけれど、その圧倒的多数を持つがゆえ、ということなのでしょうが、

終盤国会は野党が一斉に審議を拒否する事態になっています」と言及。多くの野党の存続にかかわ

る衆院議員の定数削減法案の審議入りが、国会不正常化のきっかけだったとの説明がなされると、

「選挙や国の形といった重要な問題であるにもかかわらず、与野党の合意形成を待たず、与党が数

の力で押し切ろうとしているように見えるので、野党の反発もやむを得ないかなというふうにも思

うのですが」と述べました。 

放送では、こうした不正常な国会が、皇室典範改正案や消費減税をめぐる与野党の「国民会議」

の行方にも影響を与えかねない状況であることや、自民党内では、「1強」の高市首相に直言できる

雰囲気がないとの解説も伝えられました。 

 


